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保険金受取人の先死亡
―保険法はどこまで問題を解決したか―
松　田　武　司
はじめに
（1）生命保険契約において、保険契約者に指定された保険金受取人が被
保険者より先に死亡（以下、被保険者より先に保険金受取人または保険契
約者が死亡することを先死亡という）した場合に保険金受取人がどうなる
かということに関連した法的諸問題がある。本稿は、これらの諸問題が新
しく制定された保険法（平成20年法律第56号）でどのように解決された
かを考察するものである。
保険金受取人の法的性質は、そのおかれた状態によって変化するため、
本稿においては、それぞれの状況における保険金受取人の呼称をつぎのよ
うに使い分けている（なお、誤解をもたらさない範囲で、いずれの場合も
受取人ということがある）。まず、保険契約者が指定した保険金受取人を
「指定受取人」とする。指定受取人が先死亡すると、その相続人が商法
676条２項の適用により「特定受取人」となる。ただし、指定受取人が先
死亡した時点で商法676条２項は適用されないとする見解に立つ場合は、
その相続人はその時点では特定受取人とはならず単なる受取人候補者にと
どまる。保険契約者が先死亡すると指定受取人または特定受取人は「固定
受取人」となる。ただし、約款上の明文規定によりまたは約款解釈により
その承継契約者にも同様に受取人変更権留保が認められる場合は、商法
675条２項は適用されないため、指定受取人または特定受取人が固定受取
人となることはない。保険契約者は、保険約款で受取人変更権を留保して
いる場合は、いつでも自由に指定受取人を変更でき、また商法676条１項
により特定受取人を変更できるため、指定受取人と特定受取人の地位は不
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安定であり、その意味では、両者の法的性質は同じとみてよいが、固定受
取人になるともはや保険契約者は受取人を変更できない。被保険者が死亡
（保険事故が発生）すると、その時点で指定受取人、特定受取人、固定受
取人はいずれも確定受取人となる。確定受取人の保険金請求権は、具体的
金銭債権に変化しており、もはや誰からも犯されることはない。
（2）以下、受取人先死亡の場合における法的諸問題の所在について概観
する。保険金受取人が先死亡した場合、商法676条１項は、「保険金額を
受取るべき者が被保険者に非ざる第三者なる場合に於て其者が死亡したる
ときは保険契約者は更に保険金額を受取るべき者を指定することを得」と
し、２項において「保険契約者が前項に定めたる権利を行わずして死亡し
たるときは保険金額を受取るべき者の相続人を以て保険金額を受取るべき
者とす」と定めている。その保険金額を受取るべき者とは固定受取人であ
るが、条文の文理上は、法の適用時は保険契約者死亡時と読めるから、そ
れに従えば、指定受取人の相続人は、指定受取人死亡時にはたんなる受取
人候補者にとどまり保険契約者の死亡と同時に受取人として特定されかつ
固定受取人となる。そこで、まず、指定受取人死亡時から受取人特定まで
の期間を特定待機期間と称するとして、特定待機期間中の保険金受取人は
どうなるのかという問題がある。この点については、従前の議論は、指定
受取人の指定の効力がその死亡によって失効するか（失効論）それとも失
効しないで存続するか（非失効論）を切り口として争われてきた。つぎ
に、特定待機期間中に指定受取人の相続人がさらに先死亡した場合はどう
なるのかという問題がある。この問題については、大審院大正11.2.7判決
がつとに相続人には順次の相続人を含むとする解釈を示したが、当時はそ
れほど論議を呼ばなかったところ、指定受取人の相続人の一人が被保険者
でもある死亡事例（以下、同一人死亡という）において、死亡した被保険
者ではなくその生存する相続人が確定受取人になるとする最高裁平成
4.3.13判決、最高裁平成5.9.7判決が相次いで出されたことにより、その結
論および論旨の是非をめぐって賛否両論の学説が多様に展開されることと
なった。加えて、指定受取人とその相続人である保険契約者兼被保険者が
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同時死亡した事例において、保険契約者が指定受取人の死亡に際し受取人
変更権を行使し得ないという状況の同一人死亡事例との類似性から、受取
人地位の帰趨についても見解が分かれていたところ、最高裁平成21.6.2判
決が、指定受取人の生存する相続人には商法676条２項の適用は認めたも
のの同時死亡した被保険者には法の適用はないとする見解を示したことに
より、商法676条に関する最高裁の指針がほぼ明確になったものの異論も
ある。なお、商法676条適用により複数の相続人が受取人となる場合に、
受取人各自の保険金受取割合が問題となるが、法定相続分によるとする見
解と均等割合とする見解に分かれていたが、上記平成５年最判では均等割
合とされていたところ、最高裁平成6.7.18判決が、保険金受取人欄を空白
とした傷害保険契約が、申込書の注記等から相続人を保険金受取人と指定
したものと解された特殊な事例においてではあるが、法定相続分によると
したことにより、その射程を含め、商法676条２項が適用された場合の複
数の相続人の保険金受取割合をどう考えるべきかが改めて問題となった。
受取人先死亡に関する学説錯綜の原因は、根本的には商法676条２項の
不明瞭さにあるとされるところ、上記のように最高裁が次々と判例を打ち
出すことによりその不備を補完してきたといえるが、おりしも保険法改正
の動きが具体化したことで、立法による解決が求められていた。平成22
年４月１日に施行された保険法（平成20年法律第56号）では、受取人変
更の規律全体が抜本的に改正され、その中にあって受取人先死亡の問題に
ついては46条が新しい規律をうち立てた。しかし、同時死亡、受取割合
の規律については、法案検討段階では俎上にあがったものの最終的には立
法化が見送られ、解釈または保険約款に委ねられることとされた。業界に
おける保険約款の改定作業も完了し、すでに新保険約款での契約が始まっ
ているが、仄聞するところでは各社統一約款というものではないというこ
とである。したがって、法解釈、約款との整合性―特に保険法が任意規
定としたところにつき、約款がどう対応したか―、各社約款における保
険会社各社間の相違点等を踏まえての総合的検討は今後の研究課題とされ
るが、本稿は、考察の対象を受取人先死亡の問題に限定し、商法時代に多
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様に交錯した論説の整理の上に立って保険法がこれらの問題をどのように
解決したかを解明し、なお残された問題点あるいは新たに発生した問題点
を明らかにすることによって、今後の研究の足がかりとすることを意図し
たものである。本稿では、受取人先死亡問題（第一章）を基本とし、受取
人先死亡問題に関連する限りにおいて同時死亡（第二章）、保険金受取割
合（第三章）の問題にも触れている。
第一章　受取人先死亡
１　最高裁判例等の概要
受取人先死亡に関する上記大審院および最高裁の３つの判決の概要は下
記のとおりである。受取人先死亡に関する学説
（１）
は、これらの最高裁判決の
批評を通じて展開された感が強く、各学説の違いを理解するためにも、こ
れらの判決内容を概観しておきたい。
（1）大審院大正11.2.7判決（以下、大正11年大判
（２）
という）
事案は、保険契約者かつ被保険者である夫Ａが、妻Ｂを保険金受取人と
する生命保険契約において、Ｂの先死亡後、受取人変更をしないままでい
たところＡが死亡した。Ｂの法定相続人はＡだけであり、Ａの法定相続人
はＡの後妻の子（胎児）Ｘである。被告保険会社は、受取人はＢの父Ｃで
あるとしてＣに保険金を支払ったところ、Ｘが自分に払えと提訴した。第
一審は、Ｂの死亡によりＡが保険金受取人の地位を相続し、ついでＡの死
亡によりＸが保険金受取人の地位を相続したからＸが保険金受取人である
とした。原審は、Ａが旧商法428条の３（改正商法676条２項に相当）適
用の効果として受取人の地位を原始取得し、ＸはＡにおいて具体化した保
険金請求権を相続したとした。これらに対し、大審院は、Ｂの順次の相続
人としてＸが受取人の地位を原始取得するとした。その理由として、相続
人とは当該相続人だけでなく順次の相続人で保険事故発生時に生存してい
る者を含むと解することが、商法が受取人を定めるに相続関係に根拠をお
いたこと、受取人が欠けることを補う立法趣旨に適うとした。
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当判決は旧民法における遺産相続に相当し、相続順位は直系尊属が配偶
者より劣位とされていたから、Ｂの死亡による法定相続人はＡだけであ
り、Ｃは次順位となる。保険会社がＣに保険金を支払ったのは、被保険者
Ａの死亡時において判断したところＢの生存する相続人はＣのみであると
の考え方によるものであろう。本判決は、結論は同じとしながら、その論
拠が三審すべて異なること
（３）
、胎児を順次の相続人として認めたこと、否定
されたものの、有資格相続人を順次の相続人ではなく次順位相続人をもっ
て拡張せしめる見解が原告側から主張されたことなどの点に特色を見出せる。
（2）最高裁平成4.3.13判決（以下、平成４年最判
（４）
という）
事案は、保険契約者かつ被保険者である夫Ａが妻Ｂを保険金受取人とす
る契約において、Ｂの先死亡後、受取人変更をしないままでいたところＡ
が死亡した。Ｂの法定相続人はＡのほかＡＢ間の子Ｃ、Ｄであり、またＡ
の法定相続人はＣ、ＤのほかＡの姉妹Ｅらである。Ａの死亡に際し、Ｃ、
ＤおよびＥらは相続放棄した。被告保険会社は保険金受取人はＣおよびＤ
の２人であるとして各２分の１ずつ保険金を支払ったところ、Ａの相続財
産管理人原告ＸはＡには３分の１の保険金請求権があるとしてこれを請求
した。第一審は請求棄却。原審は、当該保険約款には商法676条２項と相
当異なる表現がある点を重視し、本件約款が法を変更し、指定受取人死亡
時の相続人に受取人変更を擬制したものと解し、それによればＡの受取割
合は３分の１となるとして、第一審判決取消、請求認容した。これに対し
・①、②は死亡の順序を示す
・太字は確定受取人を示す
図１～図６の見方
図１　大判大正11.2.7の事例
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最高裁は、原判決破棄・自判、請求棄却した。最判は、本件約款は商法
676条２項と同趣旨であり、法を変更したとまではいえないとした上で、
法解釈として、相続人とは指定相続人の相続人またはその順次の相続人で
被保険者死亡時に生存する者をいい、Ｂの死亡によりＡ、Ｃ、Ｄが受取人
となり、さらにＡの死亡によりＣおよびＤの保険金受取人としての地位が
確定したとして、ＣおよびＤは民法427条の規定により平等の割合で保険
金請求権を取得し、Ａの保険金請求権が同人の相続財産に帰属することは
ないとした。
本判決の特色として、約款が法と同趣旨であると断定したことが勝敗の
決め手となった点にあり、約款解釈のあり方としても論議を呼んだことが
あげられる。また、指定受取人の相続人が被保険者でもある場合に、その
相続人が受取人となるとする論拠は大正11年大判より踏み込んでおり、
他人のためにする生命保険契約においては保険契約者の現時の一般的意識
を前提とするときは、保険金受取人が指定受取人の法定相続人である保険
契約者自身に変更されたものとされる場合でも保険契約の性質が保険契約
者自身のためにする契約に変わるものではないと解するべきである
（５）
とし、
それゆえにその保険契約者がさらに死亡したときの保険金受取人はその相
続人に変更されると解するべきであり、保険契約者に保険金受取人の地位
が残ることはないとした。
図２　最判平成4.3.13の事例
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（3）最高裁平成5.9.7判決（以下、平成５年最判
（６）
という）
事案は、保険契約者かつ被保険者であるＡが、母Ｂを保険金受取人とす
る生命保険契約において、Ｂの先死亡後、受取人変更をしないままでいた
ところＡが死亡した。Ｂの法定相続人はＡのほかＢの子で同父のＸ1およ
び異父のＸ2、Ｘ3の４人が、またＡの法定相続人はＸ1 ～Ｘ3のほかＡの同
父異母の兄弟姉妹（その代襲相続人を含む）Ｃ～Ｍの計14人がいる。原
告Ｘ1 ～Ｘ3は自分たち３人が受取人であり保険金請求権は各３分の１であ
るとしてこれを請求したが、被告保険会社は受取人数は14名であり保険
金請求権は各14分の１であるとした。該当する保険約款条項はなく、法
解釈そのものが争点となった点で平成４年最判と異なる。一審、原審とも
に請求棄却。最高裁上告棄却。最高裁は、相続人とは指定受取人の法定相
続人またはその順次の相続人で被保険者の死亡時に現に生存する者をいう
とし、商法676条２項の趣旨は受取人不在の事態を極力避けるため受取人
指定を補充することにあるとした。そして、保険契約者が死亡し受取人再
指定の余地がなくなったときは上記の相続人が受取人として確定する趣旨
であり、この理は法定相続人が被保険者兼保険契約者である場合も同様で
図３　最判平成5.9.7の事例
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あるとしたうえで、受取割合は民法427条により均等割合となるとの判断
を併せ行った。
当判旨は、約款が関係せず純粋に法解釈として平成４年最判と同じ結論
としたこと、保険金受取割合について民法427条による均等割合としたこ
との二点に分けられるが、その特色として、指定受取人からみて縁の薄い
相続人が多数登場ししかも均等割合とされた結果、縁の濃いＸ1 ～Ｘ3の取
り分が大きく薄められる結果が露に現出し、均等割合説の形式的平等性が
もたらす問題を浮かび上がらせたことがあげられる。
２　問題点整理のアプローチ方法
保険法制定までに論議されてきた受取人先死亡の問題点は多様に分かれ
るが、その解明のための先行研究では指定失効説・非失効説の伝統的立場
から論ずるものが多い。しかし、本稿は、視点を変え、一般事例と特殊事
例に分けて考察している。一般事例とは、被保険者生存中に指定受取人が
先死亡した場合であり、これは、商法676条２項の適用時期の問題および
相続人判定時期の問題に集約されると考える
（７）
。法適用時期とは指定受取人
の相続人はいつの時点で特定受取人になるかであり、これには受取人死亡
時と被保険者死亡時がある。相続人判定時期とはいつの時点で受取人とな
るべき相続人を判定するかであり、これもまた受取人死亡時と被保険者死
亡時がある。本稿における問題点整理のためのアプローチ方法は、この二
つの時期を相互に組み合わせてできる４つの組み合わせそれぞれの特性と
妥当性を考察し、併せて従前の各学説・判例がいずれの組み合わせに帰属
するかのはめ込みを試みた。また、特殊事例とは、指定受取人の先死亡に
より受取人となる相続人が被保険者でもある同一人死亡の場合をいう。そ
して、一般事例に適用される見解に従って特殊事例を捌いた場合に、同一
人死亡の事例がどのような結論に帰結するかの想定を試みた。結論を先取
りしていえば、先行研究には、特殊事例において意図する結論に導くため
に一般事例における原則理論を立てるという逆転した発想
（８）
がみられなくも
ない。そうしたことが、受取人先死亡の問題をことさら複雑にしたのでは
なかろうか。
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３　一般事例における二つの時期とその組合せ
（1）商法676条２項の適用時期
商法676条２項は、指定受取人が死亡した時点で新しい受取人がどうな
るかには触れず、保険契約者が受取人変更権を行使しないまま先死亡した
時点で初めて指定受取人の相続人が受取人となるとしている。したがっ
て、条文の文理上からは、法の適用時期は保険契約者死亡時ということに
なり、先に述べた特定待機期間を発生させることになる。しかし、保険契
約者の先死亡により承継契約者が受取人変更権を行使しうると解するなら
ば
（９）
、商法676条２項は特定機能だけがあり固定機能はないことになる。そ
こで、以下では、実務上の実態を勘案し、保険約款により承継契約者の受
取人変更権が認められていることを前提として、指定受取人の相続人は、
保険契約者の先死亡時には変化はなく、被保険者死亡時に特定されかつ固
定をとびこして確定受取人となるとして論述を進めることとする。それに
対し、特定待機期間の発生は容認しがたいとの立場からは、条文の文理か
らは少し離れるとしても法は指定受取人死亡時に適用され、その時点で相
続人が特定受取人となると解する見解が立ちうる。この場合は、商法676
条２項の趣旨は、受取人死亡時にその相続人が受取人として特定され、被
保険者死亡時に確定されることを定めるものと解することになる。そうす
ると、法の適用時期の問題とは、受取人死亡時適用（a1）と被保険者死亡
時適用（a2）との対立ということになる。この場合、指定受取人死亡時か
ら被保険者死亡時までが確定待機期間となる。
（2）相続人判定基準時
相続人は時の経過の中で変化することがあるため、どの時点で受取人と
なるべき相続人をとらえるかが問題となる。これには、受取人死亡時基準
（b1）と被保険者死亡時基準（b2）がある。もっとも、被保険者死亡時基
準には、指定受取人死亡時から被保険者死亡時までの確定待機期間中に当
初の相続人が死亡した場合に、その順次の相続人との関係で相続人の範囲
を定める必要がある。これは、判定基準時と密接に関連するもののそれと
区別して判定基準と認識すべき問題であり、一般に考えられるのは、①当
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初の相続人（推定相続人）に限定されるのか、その順次の相続人をも含む
のかという分岐がある。また、②先順位の相続人およびその順次の相続人
が死に絶えたときは、当初の相続人の次順位の相続人が繰り上がることを
認めるかという分岐がある。いずれも、指定受取人が死亡したときに、受
取人不在という状況を回避する点に効果がある。①②ともに否定する場合
は、結果的に受取人の地位は当初の受取人が独占する（受取人独占）こと
となり、①②のいずれかまたは双方を採択する場合は受取人を拡張する
（受取人拡張）こととなる。
なお、その他に、受取人死亡時基準、被保険者死亡時基準のいずれの基
準においても、指定受取人の相続人またはその順次の相続人が被保険者で
もある場合が発生しうる。この者の死亡は、受取人の死亡でもあり被保険
者の死亡（保険事故発生）でもあるので、端的に言えば、死亡した被保険
者が確定受取人となるのか、その生存する相続人が確定受取人となるのか
という問題であるが、本稿では、これを特殊事例として扱っている。
（3）二種の時期の組み合わせ
上記の二種の時期の組み合わせにより理論的には次の４通りの組合せが
成立しうる。
（ⅰ）受取人死亡時適用（a1）：受取人死亡時基準（b1）
受取人死亡時適用（a1）は必然的に受取人死亡時基準（b1）と組み合わ
されよう。オーソドックスな組み合わせといえる。この組み合わせにおい
ては、指定受取人の当初の相続人（推定相続人）が指定受取人死亡と同時
に特定受取人となる。当該特定受取人がその後さらに先死亡した場合は、
商法676条２項が適用される。これはその特定受取人にとっての初めての
法適用であり、指定受取人が先死亡したのと同じ取り扱いがなされるにす
ぎない。これを当初の指定受取人から数えて二回目の法適用とカウントす
るのは正しくなく、また相続人拡張の判定基準を採択したがゆえに認めら
れるものではない。かかる場合に二段階適用と称する見解は、厳密な意味
での二段階ではなく、一回適用説との対比でわかりやすくイメージさせる
ための便法的呼称にすぎないが、かえって誤解の原因となろう。指定受取
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人の相続人の順次の相続の過程で相続人が尽きた場合は、その時点で受取
人不在事例として処理することとなろう（民法951条）。これはもともと
指定受取人に相続人がいない場合と同様である。その相続人がたまたま当
初の相続人の順次の相続人であることをもって、たとえばその保険金取り
分を他の生存する当初の相続人に当然に再配賦されるといった取り扱いと
する根拠は見出せない。ただし、受取人不在として自己のためにする契約
に戻ると考え、その保険金取り分については保険契約者が受取人となると
考える余地はある。
（ⅱ）受取人死亡時適用（a1）：被保険者死亡時基準（b2）
受取人死亡時に法を適用するとしながら、受取人となるべき相続人を将
来の被保険者死亡時に判定するということは理論的に整合しない。した
がって、かかる組み合わせは存立しえないといえよう。
（ⅲ）被保険者死亡時適用（a2）：受取人死亡時基準（b1）
この組み合わせでは、受取人死亡時時点では法は適用されないから、相
続人は受取人にはなれず受取人候補者にとどまる中で、指定受取人死亡時
の当初の相続人をもって受取人候補者に限定してしまう見解である。相続
人の判定基準としては、限定の意味として、当初の相続人による独占とす
る場合もあれば順次の相続人を含めることも可能であるが、次順位の相続
人への継承は排斥される。換言すると、時間的な流れにそっての拡張は認
められるが時間的な流れの遡及による拡張は認められないこととなる。順
次の相続人を含めることによる拡張を認めると、順次の相続人の結婚や複
数子の出産により受取人候補者の数が当初より増え、しかも指定受取人の
直接の相続人でない者が受取人候補者に含まれてくることを容認すること
となる。また、相続人のない受取人候補者が先死亡した場合は、受取人候
補者から抜けることになる。受取人独占、受取人拡張のいずれの基準に立
つにせよ、被保険者死亡時に生存する受取人候補者がその時点で法適用さ
れ、受取人として特定されると同時に確定される。その時点ですべての受
取人候補者が尽きていた場合は、受取人不在として処理することになる。
繰り返すが、この場合に、指定受取人の次順位の相続人が生存していたと
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しても彼らは受取人とはなれない。それがこの組み合わせの特徴であり、
次に述べる（ⅳ）との唯一の相違点である。
この確定待機期間中は、受取人候補者間に保険金受取割合はいっさい考
慮されない。それはその間の相続人あるいは順次の相続人は受取人ではな
く受取人候補者にすぎないからでもあり、法がまだ適用されていないから
でもある。保険金受取割合が問題となるのは、法が適用され、受取人が確
定する被保険者死亡時である。
（ⅳ）被保険者死亡時適用（a2）：被保険者死亡時基準（b2）
この組み合わせでは、指定受取人死亡時に法の適用がないため指定受取
人の相続人は単なる受取人候補者にすぎず、かつ受取人候補者として限定
もされていないので、先順位の相続人も次順位の相続人も、先死亡があれ
ば事実としての相続が繰り返されるにとどまる。被保険者が死亡すると、
その時点で法が適用され、先順位の相続人またはその順次の相続人が一人
でも生存しているかぎり、その生存する相続人が確定受取人となる。しか
し、先順位の相続人もその順次の相続人も尽き、他方で次順位の相続人ま
たはその順次の相続人が生存している場合は、その相続人が限定受取人と
なる。このように、指定受取人死亡時での相続人の特定がないことによ
り、次順位の相続人が受取人候補者として当然に浮上しうる点で（ⅲ）と
異なり、かつ受取人候補者拡張範囲はより広い。いずれの相続人も尽きた
ときは、受取人不在として処理することは（ⅲ）と同じである。
（ⅲ）と（ⅳ）において、相続人の範囲を当初の相続人が独占すること
を認めるか拡張することを認めるか、拡張するとしても上記①と②のどの
範囲まで認めるかは、保険約款で定めるのが望ましいが、約款に定めがな
い場合は、法解釈の問題となろう。この点、大審院、最高裁として一貫し
て相続人には順次の相続人を含めて考えるとしていることから、①を認め
る点で判例規範が完成しているとみてよい。しかし、②の次順位の相続人
の浮上については、下級審で否定した判決
（亜）
がみられるものの、最高裁の見
解は不明である。学説は一般的には否定的とみられる。しかし、私見とし
ては、次順位相続人への法適用は受取人拡張の有用な一策であり、少子化
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社会にあっては、二段構えの相続人拡張策が望ましいのではないかと考え
る。ただし、これも繰り返しになるが、次順位相続人への法適用は、（ⅳ）
の被保険者死亡時基準だからこそ可能なのであって、（ⅲ）の相続人が受
取人候補者として限定された場合は適用できない。ましてや、指定受取人
の相続人が受取人として特定された（ⅰ）の場合も事実を遡及して覆すこ
との難しさからありえない。なお、（ⅲ）（ⅳ）における受取人拡張の見解
は、法適用は被保険者死亡時の一度であるにもかかわらず、いわゆる二段
階適用に準じたものと説かれがちである。しかし、これは事実としての相
続が順次重ねられた結果にすぎないのであって、法適用は一回である。
（4）以上の（ⅰ）、（ⅲ）、（ⅳ）の組み合わせのいずれを是とするか私見
を述べる。本稿論述の便宜上、（ⅰ）を即時法適用説と称し、（ⅲ）、（ⅳ）
を併せて受取人候補者推移説と称することとしたい。（ⅲ）、（ⅳ）を併せ
たのは、両者ともに、確定待機期間中の指定受取人死亡時の相続人は受取
人候補者にすぎず、受取人としての法的性質を持たない点で差異がないか
らである（意味のある唯一の違いは、次順位相続人の浮上の可能性の有無
だけである）。
そこで、改めて即時法適用説と受取人候補者推移説とを対比すれば、確
定待機期間という受取人不在状態をなくす効果の点では即時法適用説を評
価し、また、法文の文理に添った解釈という点では受取人候補者推移説を
評価したい。しかし、両者の優劣判定をするならば、指定受取人の死後も
切れ目なく受取人が特定される法の安定性を重視し、即時法適用説を是と
したい。従来の学説が、保険事故発生時に受取人が妥当に確定しさえすれ
ば問題なしとする傾向にあり
（唖）
、確かに商法676条２項の立法趣旨もそのよ
うに読み取れるのであるが、生命保険契約の有効継続中には、保険金支払
場面のほかにも保険金受取人の登場場面があるのであって、法解釈はこれ
らを含めた多面的な場でも適合するものであることが望ましいと考える。
保険金受取人が常時特定されている状態は法的安定が確保されている状態
であり、それを軽視してはならないと考える。法の安定性を意識して即時
法適用説を選ぶ理由として次の点
（娃）
をあげておきたい。
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ア　保険契約者が破産したときの保険料請求相手が明確である（商法
652条、683条１項）。
イ　条件付保険金請求権であっても、質権設定等の処分は可能であり、
質権設定権限は保険金受取人にあると解される。この場合は、保険金
受取人およびその保険金額が特定されていることが必要であり、受取
人先死亡において、即時法適用説の見解に立てば、保険金受取人およ
び保険金額の特定の要請には応えられる。
ウ　指定受取人が先死亡し、その相続人が被保険者を故殺した場合に
は、即時法適用説では受取人による故殺として免責条項（商法680条
１項２号）が適用されるが、一方、受取人候補者推移説であれば、当
該相続人は、被保険者の死亡により受取人となりうる地位にあるが、
故殺時点ではたんなる受取人候補者（ⅲ）または相続人（ⅳ）にすぎ
ず、「保険金を受け取るべき者」に含まれるとすることにも難がある
と思われる。しかし、その故殺の結果、当該相続人が保険金受取人と
なるのは許されない。
４　特殊事例（同一人死亡）の解決
（1）同一人死亡事例の問題の所在
受取人先死亡の事例の中で、指定受取人の相続人がａ保険契約者あるい
はｂ被保険者あるいはｃ保険契約者兼被保険者でもある場合が発生するこ
とが多い。本稿で同一人死亡と称する特殊事例である。それでは、同一人
死亡の場合は、一般事例と比べてどの点が特殊なのか。
これら同一人死亡の場合の特異な問題点とは、まず第一に、ａであれば
指定受取人の相続人の死亡とは保険契約者の死亡でもあるから、①その時
点で受取人は契約者本人に固定されることになるのか、②固定されるとし
たらそれは自己のためにする契約に変わったことになるのかという問題が
ある。①については、本稿は承継契約者にも受取人変更権が留保されてい
るという実務の実態に即して考察しているので、固定しないと考える。し
たがって、②の問題が残ることになる。ｂであれば、指定受取人の相続人
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の死亡は被保険者も死亡（保険事故が発生）でもあるから、その時点で受
取人が確定されることになるが、その受取人とは死亡した相続人すなわち
被保険者本人なのかそれとも死亡した相続人の生存する相続人なのかとい
う問題がある。ｃであれば、上記ａ、ｂの問題が重複することとなるが、
bに吸収されよう。
ｂにおいて、生存する相続人が確定受取人となるとする後者の見解をと
ろうとすれば、正面に立ちふさがる「保険事故発生後に受取人変更するこ
とになるのではないか」という疑問を突破しなければならない。保険金を
被保険者からの相続財産としてではなくその生存する相続人に原始取得さ
せることが望ましいとする政策的判断には賛同できるとしても、それを実
現させうる法理論が問われるのである。保険契約者の意思とか立法趣旨だ
けでは必要条件を満たしたにすぎず、問われるのは十分条件である。この
問題は、商法676条はその１項において、「保険金額を受取るべき者が被
保険者に非ざる第三者なる場合に於て」とする適用範囲限定文言があり、
ａ、ｂともにこれに抵触しているにもかかわらず、適用を試みていること
の是非と密接不可分な関係にある。法がこのような限定を設けた趣旨が、
そもそもこれらの同一人死亡の事例は「先」死亡でないがゆえに適用上難
しい問題が生じるとして当初から適用範囲から除外したとすれば、法が除
外したところに無理やり適用しようとするがゆえの難しさに当面して、四
苦八苦しているのが学説混迷の実情といえるのではないか。
（2）保険契約者が指定受取人を被保険者とすることは、事例としては少
ないとしても、有効な指定として実務上でも受け入れられている。そこに
は、死亡保険金を被保険者の相続財産に組み入れるという明確な意思がく
みとれるからである。そうすると、法適用により、被保険者でもある相続
人が特定受取人となった場合も、その被保険者が確定受取人となると解す
るのが筋道ではなかったのか。これは、約款と法の条文解釈の相違の問題
ではなく、法そのものの解釈を問い直す疑問である。
私見は、法の適用範囲限定文言は有効に生きており、受取人が被保険者
と重なった相続人については、法は適用されず、そうではない他の相続人
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についてのみ法が適用されると解することを基本としたい。被保険者と同
一人の受取人が被保険者より先に死ぬことはありえないのであり、もとも
と適用範囲外の事例である。この点は、保険契約者と受取人が重なった場
合も同様で、法は適用されるべきではない。受取人と重なった保険契約者
が死亡すれば、その承継相続人は、保険契約者の地位を相続により取得し
同時に受取人の地位を原始取得するから、引き続き二つの地位が重なるこ
とに変わりない。法はかかる事態を予測したからこそ適用除外したのであ
ると考えれば、適用しようとする方に無理が生ずるのは当然である。
しかし、最高裁は、被保険者、保険契約者、保険金受取人の三者が重
なった特殊事例において、法の適用を断行した。そこに至る論理は、受取
人先死亡の一般原則が適用されるものでなければならない。それでは、最
高裁はどのようにしてこの障壁を乗り越えたのか、何を一般原則とするこ
とでこの問題を解決したのか。それを読み解く必要がある。
実のところ、即時法適用説に立つ場合は、指定受取人の死亡と同時にそ
の相続人が受取人として特定され、特定受取人の法的性質は指定受取人と
同じであるから、指定受取人の相続人の中に被保険者がいたとしても、そ
の被保険者を受取人として指定したものとみなすのが道理である。この場
合は、保険契約者が被保険者を指定した場合と同じに扱うべきであり、具
体化した保険金請求権はその被保険者の相続財産に組み入れられると解す
るべきである。しかし、受取人候補者推移説に立つ場合は、指定受取人死
亡時においては法適用がなく、その相続人は単に受取人候補者にすぎない
から、誰が受取人となるかの判断は被保険者死亡時までもちこされるので
あって、そのとき、被保険者が兼ねている資格は受取人の資格ではなく受
取人候補者の資格にすぎなない。その被保険者が死亡したときは受取人候
補者が同時に死亡したことになり、その生存する相続人が受取人候補者と
なったところで法適用があり、同時に受取人として確定する。これが最高
裁が選んだ一般原則の適用による解決と考える。ポイントは、即時法適用
説ではなく受取人候補者推移説を選んだ点にあり、それなくしてはこのマ
ジックは解きえなかった。順次の相続人として「その生存する相続人」と
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した点については、法欠缺補充的創造的解釈との指摘
（阿）
も受けたが、そもそ
も相続法にいう同時存在の原則を述べたものにすぎないと考えられよう。
受取人候補者が死亡したとき、その地位を取得できる相続人はその時点で
生存している者に限られるのであって、次なる受取人候補者を定める際の
当然の条件を述べたにすぎない。
上記のように解することで、私見は、分かりにくさは否めないものの最
高裁は結論を導く論旨を提供しえたと解したい。しかし、その反面、最高
裁は別の問題を抱えたことになる。受取人候補者推移説に立ったため、確
定待機期間を生み出すことになり、その間の保険金受取人は誰かという別
なる問いに対する答えを求められることになる。最高裁としては受取人不
在という答は出せないとすれば、保険契約者が受取人であると答えること
となろう。いったん他人のためにする契約としてなされた限り、形式的に
は保険契約者が受取人となってもその性質は他人のためにする契約である
との性質は変わらないとする平成４年最判の論旨は、適用範囲限定文言へ
の抵触を避けるための便法と理解するが、他人のためか自己のためかの判
断は、まさに外形的に保険契約者と受取人が同じか異なるかで判断するし
かないのであって、このような無理筋にいつまでも固執すべきではない。
保険契約者が受取人であるとする問題はほかにある。この受取人は、受
取人資格を持つ相続人が尽きないかぎり保険金を受け取れないことが宿命
づけられた受取人であるから、保険金受取人と名乗り出ることに問題が残
る。すなわち、死亡保険金の受取人の地位は、保険事故発生によって確定
するところ、保険事故発生とともに法適用により受取人の地位がその相続
人に移るからである。確かに、保険契約途中の受取人としてのその他の機
能は保険契約者が果たしうる点では、受取人不在よりましであるが、肝心
の保険金が受け取れないのであれば、保険金受取人のダミーでしかない。
このジレンマは、即時法適用説に立たない限り解決しない。そして、その
ときは、被保険者が保険金を受け取ることをみとめざるをえない。結局、
問題は、法が適用範囲限定文言を定めた趣旨に戻る。
（3）上記の私見と、これまで展開された先行研究での見解との関連を概
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観する。
伝統的な学説分岐点として、失効説と非失効説がある
（哀）
。失効説によれ
ば、指定受取人の死亡と同時に受取人指定の効力は失効し、保険契約者が
受取人となる自己のためにする契約に戻る（失効・保険契約者説）かまた
は受取人不在の状態（失効・不在説）になる。しかし、保険契約者による
再指定がないまま保険契約者が死亡したときには法の適用により指定受取
人の相続人が固定受取人となる。一方、非失効説によれば、指定受取人が
先死亡しても指定の効力は存続しており、そのため指定受取人の先死亡と
同時にその相続人が暫定的に受取人となるが、これは特定受取人の地位に
とどまり、保険契約者の死亡により固定受取人となるとする。私見では、
非失効説における「失効しないで存続するもの」の中身が不明であると考
える。受取人の地位と解して、それを相続人が相続により取得することで
受取人となるとすれば明快であるが、相続放棄した相続人も受取人となる
ことが説明できない。保険契約者が指定した「他人」にその相続人を含む
と解して、指定の効力として相続人が原始取得すると解する見解もある
（愛）
。
結局、相続人の地位に着目して法が指定受取人死亡時に適用されたことに
よる効果と説明することになり、何が存続していたのかは見えなくなる。
第三者のためにする契約の性質が残るとの説明
（挨）
も考えられようが、私見
は、第三者のためか自己のためかは外形で判断すべきと考えるのは前述の
とおりである。私見は、非失効論者が説く「暫定的
（姶）
」受取人という法的に
あいまいな概念を排し、法は、受取人不在の状態を一瞬たりとも発生させ
ないことを最優先の目的とすべきであり（保険契約者は、法が受取人を決
めた後で自由に受取人変更すればよい）、受取人不在という法的不安定状
態を招来させてまで保険契約者の逡巡、懈怠につきあう必要性は乏しいと
考えれば、指定受取人の相続人（即時法適用説≒非失効説）であれ、保険
契約者（受取人候補者推移説≒失効説）であれ、指定受取人の死亡時に後
継受取人が決まるのであり、その時点で指定の効力は失効したと考えるべ
きである。そうすると、指定は必ず失効するのであるから、失効説・非失
効説の論争は無意味となる。換言すると、指定の失効・非失効は受取人先
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死亡問題の入口ではなく出口である。
平成４年最判の判決を支持する代表的見解として、一回適用説と
（逢）
、二段
階適用説
（葵）
がある。私見との関係では、一回適用説は受取人候補者推移説
と、また二段階適用説は即時法適用説とほぼ重なる。ただし、私見では双
方とも法適用は一回であると考えるため、二段階適用という用語は使用し
ない。すなわち、即時法適用説では、指定受取人の相続人、その順次の相
続人につきそれぞれ初めての法適用がなされたと解するべきであり、受取
人候補者推移説では、途中では順次の相続による受取人候補者の変更が
あったにすぎず、法適用は被保険者死亡時の一回かぎりである。そうする
と、即時法適用説、受取人候補者推移説のいずれの場合も法適用は一回で
あるから、二回適用、二段階適用といった概念そのものが存立しえない。
（4）平成４年最判論旨のその他の問題点
本稿は最高裁判決について判例批評を意図したものではないが、判旨あ
るいはその批判の中に看過しがたい問題点があると思うので、あわせて触
れておきたい。
（ア）契約者＝受取人、被保険者＝受取人の契約への法適用
上述のとおり、商法676条１項には、「保険金額を受取るべき者が被保
険者に非ざる第三者なる場合に於て」とその適用範囲を限定する適用範囲
限定文言がある
（茜）
。それにもかかわらず、最判は受取人と保険契約者・被保
険者が同一人である事例について商法676条２項を適用した。判例批判に
その点に言及し、疑問を呈するものもみられる
（穐）
。しかし、これは、即時法
適用説の見地に立つ場合にいえることであり、受取人候補者推移説の見地
に立つ場合は、相続人は受取人ではなく単なる受取人候補者にすぎないか
ら、形式的には本件同一人死亡の事例は適用範囲限定に抵触しないことに
なる。最判は受取人候補者推移説の見地に立つとみられるから、適用除外
文言に言及しなかったとも理解もできるが、判旨の中でその旨の言及があ
ればより理解が深められたのではなかろうか。
（イ）約款の受取人変更権留保条項の無視
平成４年最判の保険契約は、約款で保険契約者および承継契約者に受取
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人変更権を認めており、もともと受取人確定の場面は被保険者死亡時しか
ありえないところ、判旨文中では保険契約者の先死亡と受取人固定を結び
つけた表現が散見される。当判旨は、本件保険約款が商法676条２項と同
趣旨であると断定し、法解釈だけで判旨を組み立てた点に特徴があるが、
承継契約者の受取人変更権留保条項は無視されてはならなかったと考え
る。この事例では受取人確定時期に関しては一貫して被保険者死亡時とし
て叙述すべきであった。もっとも、被保険者死亡時に改めたところで結論
が変わるものではないが、判旨への理解を深めたことは間違いない。
（ウ）約款の不明瞭さと実務への配慮
平成４年最判の保険約款は、「保険金受取人の死亡時以後、保険金受取
人が変更されていないときは、保険金受取人は、その死亡した保険金受取
人の死亡時の法定相続人に変更されたものとします」（下線は筆者）と
なっており、相続人判定基準時を受取人死亡時と明記するものの約款適用
時期については少なくとも受取人死亡時でないと読めるから、承継契約者
にも受取人変更権を認めていることと併せ考えると、被保険者死亡時適用
と推察される。すなわち、上記（ⅲ）の見地に立つ。この分かりにくい約
款において、最高裁が法と同趣旨とする判断をしたことにより、受取人変
更の擬制と読める下線部分の文言を無視したことになり、受取人変更擬制
がなされたとの立場に立つ原審判決が破棄された。そして、保険会社の実
務に影響がなくてよかったとの安堵の声が聞かれ、最高裁はかかる実務へ
の影響を斟酌したとの論評も見受けられる。しかし、実務への影響とはそ
もそも何をさすのかは論者によって異なろう。内容や規模が定かではない
にもかかわらず、最高裁がかような斟酌をしたとする観測にはただちには
賛同できないし、仮に事実であれば、請求者の権利よりも実務への影響を
優先させるという発想そのものにも疑問が残る
（悪）
。
註
（１）　参考にした先行研究は下記のとおりである。
　　山下友信①「保険金受取人が死亡した場合の保険金請求権の帰属」『現代の
生命・傷害保険法』98頁（弘文社、1999）（民商法雑誌100巻１号177頁、２
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号337頁（1989）の転載）、西嶋梅冶①「保険金受取人の死亡と死亡保険金の
行方―商法676条の立法論争と同条をめぐる判例を中心として―」文研論集80
号29頁（1987）、西嶋梅冶②「死亡保険金受給資格者の資格判定基準と判定基
準時」文研論集100号５頁（1987）、野村修也①「死亡保険金受取人をめぐる
三つの最高裁判決」民商114巻４＝５号692頁（1996）、竹濵修①「保険金受取
人の死亡と相続」新版生命保険の法律問題（金商1135号）81頁（2002）、山下
典孝①「指定保険金受取人の死亡による保険金請求権の帰属」生命保険経営
62巻６号205頁（1994）、田中幹雄「保険金受取人に関する最高裁判決につい
て」生命保険経営60巻４号209頁（1992）
（２）　民集１巻19頁。また、小塚後掲（註４）898頁参照。判例評釈として大澤
功・生保百選44頁（1980）、田中昭・商法（保険・海商）百選72頁（1977）
がある。
（３）　小塚・後掲（註４）898頁
（４）　民集46巻３号188頁。原審大阪高判昭和63.9.20、第一審大阪地判昭和
61.4.28。
　　判例解説、評釈として下記のものがある。西嶋②前掲（註１）53頁、石田
満・損保企画482–4（1992）、佐賀義史・判タ821–172（1993）、洲崎博史①・
金法1364号76頁（1993）、吉川吉衞①・判評406–42（判時406–188）、加瀬幸
喜・判タ812–44（1993）、竹濵修②・民商107号４＝５号283頁（1993）富越
和厚①・ジュリ1004号79頁（1992）、富越和厚②・曹時46巻２号188頁
（1994）、山下友信②・NBL521–52（1993）、小塚荘一郎・法協110–6–895
（1993）、坂口光男・H4重要判例124頁（1993）、藤田友敬・商法（保険・海
商）判例百選（第２版）74頁（1993）
（５）　保険契約者が受取人となっても自己のためにする契約に変わったことには
ならないとする点につき、富越①前掲（註４）79頁は、「指定受取人の法定相
続人が契約者自身であったとしても、その者は第三者保険における受取人と
しての地位において、保険金請求権を取得するものであり、その者の死亡に
ついても、本件条項の適用がある」と解説する。しかし、この解説は、保険
契約者と被保険者が別人で被保険者が先に死亡したときは、保険契約者が保
険金を受け取ることをどう説明するのか、また保険契約者が先死亡したとき
には、受取人としての人格に商法676条２項が再度適用され、受取人の地位が
その相続人に承継されると解しても、同時に保険契約者の地位もまたその相
続人が承継するから、二つの人格は切り離されることはない。このように
いったん保険契約者が受取人となれば、その先死亡が何度繰り返されても二
度と保険契約者と受取人の人格が分離されることはないのであるが、それで
もなお他人のためにする契約の性質が変わっていないとすることの意味合い
は、商法676条２項の適用除外文言に抵触しないという道筋をつけるためだけ
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に案出されたものといわざるをえない。
（６）　民集47巻７号4740頁。原審福岡高判平成2.5.15、一審那覇地判平成1.10.19。
　　判例解説、評釈として、洲崎博史②・ほうむ38号50頁（1994）、竹濵修③
H5重要判例解説123頁（1994）、田中豊・曹時47巻８号311頁（1995）、山下友
信③・法協112–5–700（1995）、丹羽重博・司法研究所紀要6–89（1995）、吉
川吉衛②・判評431–251（判時1509）（1995）
（７）　たとえば、西嶋②・前掲（註１）、田中幹雄・前掲（註１）はこの問題解
明の要素として相続人の判定基準と判定時期を、野村①・前掲（註１）は法
の適用時期と相続人判定時期をとりあげている。これらはいずれも同一人死
亡という特殊事例を中心に考察されており、それに対し、私見は、上記野村
①と発想を同じくするものの、第一義的には一般事例を想定し、その後に特
殊事例への適用を試みる点において異なる。その際の私見における相続人判
定基準は、順次の相続人を含むかどうか、次順位の法定相続人に及ぶかどう
かである。
（８）　たとえば、後述の平成21年最判上告理由にみられる「指定受取人とその相
続人である被保険者が同時死亡した事例において商法676条２項が適用される
ということは、指定受取人が先に死亡したと擬制する法解釈が妥当する」と
いった見解、平成４年最判判旨で説かれた「他人のためにする契約の性質は、
その後指定受取人の相続人が受取人となっても変わらない」といった見解な
どは、私見では逆転した発想ととらえている。
（９）　生命保険実務では、保険契約者の受取人変更権留保の約款規定は一般化し
ているが、承継契約者については規定がない場合もある。商法675条１項但書
が、受取人変更権を留保するためには別段の意思表示を求めている関係上、
承継契約者について明文の約款規定がない場合にも受取人変更権留保を認め
ることには解釈上疑問の余地がないわけではない。しかし、承継契約者は別
段の意思表示がある保険約款上の保険契約者の地位を承継するから、当然に
保険契約者と同様受取人変更権が留保されていると解して問題はないと考え
る。
（10）　名古屋地判平成12.12.1判タ1070–287。保険契約者兼被保険者のＡが父Ｂ
を受取人と指定した契約において、Ｂが先死亡し相続人Ａが受取人となった
ところ、Ａもまた死亡し、Ａの相続人はいないという事例である。原告は、
Ｂの兄弟姉妹Ｘらであるが、Ｘらは、Ｂの死亡時においては次順位の相続人
であった。本件判旨は、本文にいう（ⅰ）の見地に拠っているとみられるも
のであり、その前提に立つ限り、そもそも次順位の相続人が受取人となりう
る余地はなかったといえよう。しかし、仮に、（ⅳ）の見地に拠っておれば、
Ａの死亡もまた受取人候補者の死亡にすぎず、原告Ｘらが受取人候補者とし
て浮上しかつ受取人として確定する余地がありえたといえる。
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（11）　たとえば、藤田友敬・前掲（註４））74頁は、失効説と非失効説のいずれ
でも、被保険者と保険契約者が異なる場合で被保険者が先死亡する「かなり
限られた場合」にしか差異はでないとする点で、保険事故発生時だけに着眼
しているように読み取れる。他の論者にも同様の理解が窺える。
（12）　保険法ではこのほかに、受取人の介入権が認められたことにより、受取人
不在の状態が許されないという要請がいっそう強まった（本稿174頁参照）。
（13）　山下友信①・前掲（註１）116頁
（14）　詳しくは、山下友信①・前掲（註１）99頁
（15）　中村敏夫・後掲（註23）357頁
（16）　坂口光男・ジュリ1024–125（1993）
（17）　非失効説は、相続人が「一応」（竹濵②・前掲（註４）124頁）あるいは
「不確定ながら」（田中昭・前掲（註２）73頁）受取人になるとする。かかる
あいまいな表現は、法の文理解釈上、法適用は保険契約者死亡時という考え
を引きずっているためであろう。その点を割り切り、指定受取人の死亡時に
法が適用されたと解するかぎり、その時点で相続人は特定受取人となるので
あって、まだ固定受取人ではないという理由だけでかかるあいまいな用語は
使用すべきでない。
（18）　西嶋②・前掲（註１）70頁
（19）　山下友信①・前掲（註１）129頁
（20）　山下友信①・前掲（註１）132頁（注45）は、676条１項の適用範囲限定文
言は２項に及ばないとする。
（21）　竹濵修③・前掲（註６）124頁
（22）　平成４年最判が原審判決で確定した場合の実務が受ける影響としては、①
保険金支払実務の大幅変更、被保険者の相続人存否の確認、相続人の相続意
思の確認の必要性（田中幹雄前掲（註１）219頁）、②既払いでかつ時効未完
成分の誤払請求の発生（洲崎①・前掲（註４）78頁）などが指摘されてい
る。山下友信⑤・後掲（註33）81頁は、保険会社の利益考慮に関し、裁判
例、学説とも分かれているような問題について約款で何も手当てしないで支
払っていた場合、実務と違う判例が固まったとしてもそれによるリスクは甘
んじて受けざるをえないのではないかとする。
第二章　同時死亡
１　問題点の整理
被保険者と保険金受取人が別人でかつ同時に死亡した場合、保険契約者
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は受取人を変更できないが、これは保険契約者が先死亡した受取人の変更
をしないまま保険事故が発生したのと似た状況であり、被保険者と保険金
受取人の同一人死亡の場合とも類似するため、同時死亡したその受取人に
ついて受取人先死亡に関する商法676条２項が適用されるかどうか、適用
される場合にその適用のされ方がここでいう同時死亡の問題である。同時
死亡問題に関する学説
（握）
の動向は、受取人先死亡の学説の影響を受けながら
論議されてきたが、平成21年に至り初めての最高裁判決が２件（以下、
平成21年最判事件①、平成21年最判事件②という）出された。２件の最
判事例は、保険種類は異なるものの、指定受取人とその相続人である被保
険者が同時死亡したこと、争点が同時死亡において商法676条２項が適用
されるか、適用される場合は死亡した指定受取人の相続人でもある被保険
者が、ひいてはその生存する相続人が保険金受取人となりうるか、である
点で共通した事例であり、両事件は、最高裁第三小法廷の同一裁判官によ
る同日付判決となった。両最判は、被保険者が生存していないことを理由
に相続開始時に受取人となることを認めず、上告棄却の結論としたが、論
旨はほぼ同文といえる。
２　最高裁平成21.6.2判決と判例批判
以下の本文では、最高裁平成21.6.2判決（金法1877号32頁）事件①
（渥）
をと
りあげる（事件②は註
（旭）
を参照されたい）。
（1）最高裁平成21.6.2判決（平成19年（受）第1349号）
事案は、年金共済契約の共済契約者、被共済者である夫Ａが妻Ｂを共済
給付金受取人に指定した。Ｂの推定相続人はＡ、ＡＢ間の子Ｃであり、次
順位の相続人として母Ｘがいた。また、Ａの推定相続人はＢＣであり、次
順位の相続人として兄弟姉妹（代襲相続人を含む）Ｄ～Ｇがいた。Ａ、Ｂ
およびＣの３人が同時死亡した。Ｘが保険金全額の請求をしたところ、被
告保険会社Ｙは、Ｘ、Ｄ～Ｇの計５人が受取人であるとしてこの請求を
断った。第一審、原審
（葦）
ともに請求認容したため、Ｙが上告した。上告理由
は、被保険者と受取人が同時死亡した場合は、受取人先死亡に関する約款
（ 83 ）
161
規定を適用して受取人を決定すべきところ、適用にあたっては、受取人Ｂ
が被保険者ＡおよびＣより先に死亡したものと扱うべきであり、そうすれ
ばＢの先死亡によりいったんＡとＣが受取人となり、その後のＡの死亡に
よりＤ～Ｇが、またＣの死亡によりＸが受取人となるはずなのに、Ｘのみ
を受取人とした原審の判断には法令解釈の誤りがあるというものである。
最高裁は、「本件条項は、指定受取人と被共済者とが同時に死亡した場
合にも適用されるべきものであるところ、本件条項にいう法定相続人は民
法の規定に従って確定されるべきものであって、指定受取人の死亡の時点
で生存していなかったものはその法定相続人になる余地はない（民法882
条）。したがって、指定受取人と当該指定受取人が先に死亡したとすれば
その相続人となるべき者とが同時に死亡した場合において、その者は本件
条項にいう『死亡給付金の死亡時の法定相続人』に当たらず、その者の相
続人が、本件条項にいう『その順次の法定相続人』として、死亡給付金受
取人になることはないと解すべきである」として、上告棄却した。
本判決の特色としては、本件保険約款により同時死亡にも商法676条２
項と同趣旨の受取人先死亡の適用があるとしたことおよび相続人の解釈に
際して受取人先死亡の適用と相続法の同時存在の原則適用は矛盾せず両立
するとしている点があげられる。
図４　最判平成21.6.2（事件①）の事例
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２　平成21年最判に対する学説（批判説）
（1）同時死亡問題に関する最高裁判決は平成21年最判が初めてであり、
それまでは下級審判決をもとに論議されてきたが、そこでは指定受取人と
同時に死亡した被保険者ひいてはその相続人が受取人にならないとする結
論およびその根拠として、本件が平成５年最判とは事案を異にするとしか
述べないことに対する物足りなさから概ね批判的傾向にあったとされる
（芦）
が、平成21年最判を踏まえての判例批評は、概ね判旨に賛成している
（鯵）
。
平成21年最判の事件①と事件②は、法的な問題点の所在に関するかぎり
実質同じとみてよいが、同時死亡の場合も商法676条２項が適用されると
する判断においては上告人と最高裁ともに見解が一致しており、見解の相
違点は、端的にいえば、指定受取人とその相続人でもある被保険者が同時
死亡した場合に、被保険者がいったん受取人の地位につくかどうかに尽き
る。最高裁は、相続人の解釈は相続法に従うべきとし、指定受取人と被保
険者の間に同時存在の原則を適用し、指定受取人死亡時に生存していない
被保険者は相続人たりえず、したがってその順次の相続人は受取人となり
えないとした。しかし、それに反対する学説
（梓）
は、被保険者がいったん受取
人の地位につき、したがって、被保険者の相続人が順次の受取人となると
する上告理由の論旨に賛同するのか、それとも別なる根拠によるものかが
必ずしも判然としない。かかる見解相違の背景には、同一人死亡に関する
平成４年、５年の最判論旨の理解が十分統一されていないことに起因する
ように思われる。そこで、受取人・被保険者同一人死亡の事例と、両者別
人で同時死亡の事例との対比の上で問題の所在を検証する。
両者の構造の違いはつぎのようになる。
ア　同一人死亡に対する判断
　　受取人＝被保険者Ａ　Ａの相続人Ｂ（生存）　Ａが死亡
　最判の判断―Ａの死亡時にＢが生存しておれば商法676条２項が適用
され、その時点でＢが順次の相続人として受取人となる。
　上告人・批判論者の判断―商法676条２項が適用され、Ｂが順次の相
続人として受取人となるということは、受取人Ａが被保険者Ａより先死亡
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したものと擬制（以下、先死亡擬制という）するものである。
イ　同時死亡の構造
　　 受取人Ａと被保険者Ｂは夫婦　ＣはＡの父　ＤはＢの母　ＡとＢが
同時死亡　ＣとＤは生存
　最判の判断―Ａの死亡により商法676条２項が適用され、その時点で
生存するＣが受取人となる。Ｂは生存していないので受取人とはならない
（その結果、Ｄも受取人とはならない）。
　上告人・批判論者の判断―商法676条２項が適用され、その結果、Ａ
がＢより先に死亡したと擬制されるから、ＣとＢがいったん受取人とな
り、次にＢの死亡によりＤも受取人となる。
しかし、最判は、商法676条２項の適用に際してかかる先死亡擬制を認
めているわけではない。上告人・批判論者の主張は、同一人死亡における
最判の結論は、先死亡擬制がなされたと考えれば理解しやすいということ
から生まれた誤解に基づくものと思われる。その誤解を、平成21年最判
は明確に否定した。
（2）注意すべきは、平成21年最判は、同時死亡事例において商法676条
２項を適用しなかったわけではない。適用されたからこそ、上記事件①で
はＸが、事件②ではＸが、それぞれ受取人となれたのである。仮に商法
676条２項の適用がなかったとすれば、伝統的解釈に従い、被保険者と同
時に死亡した指定受取人本人が保険金を受け取ると解され、具体化した保
険金請求権は指定受取人相続財産に帰属するという結論もありえたはずで
ある。しかし、平成21年最判は、かかる伝統的解釈もまた退けた。その
趣旨は、平成21年最判の事例は、保険契約者が新たな受取人を指定し得
ない点で受取人先死亡の場合と同じであることから、相続人には順次の相
続人を含むとする受取人拡張の考え方のもとに指定受取人の相続人による
原始取得を実現させたと解される。
ところが、上告人・批判説論者は、それだけではよしとせず、さらに相
続開始時には生存していない者までも相続人に含めよと要求する。そこに
は、死亡した被保険者と同一人である受取人について認められた取り扱い
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が、別人の場合に認められないのはおかしいという論理が窺える。それ
は、「相続法のルールを逸脱した判例法体系」あるいは「保険法のルール
は相続法のルールを緩和した」といった表現
（圧）
から窺えるように、同時死亡
に関しては受取人先死亡で認められた相続法に対する保険法の特例が同様
に認められて然るべきとする主張である。しかし、平成４年最判もまた平
成５年最判も同一人の一方の被保険者がいったん他方の受取人を相続した
などと擬制したわけではない。さらにいえば、受取人先死亡において相続
法が保険法に特例を認めたことはない。受取人先死亡において、相続法は
一貫して相続人とは生存するものに限るとし、保険法はそれを墨守してい
る。それにもかかわらず、かような誤解をもたらした原因を敢えて平成４
年最判に求めれば、その判旨に、保険契約者と受取人が外形的に同一人と
なっても、その受取人としての性質は保険契約者ではない他人としての性
質を持ち続けるといった人格分離を唱えたことがヒントを与えたのかもし
れない。しかし、民法では同一人の中での相続などはありえないとしたに
すぎない。
批判論者に共通する価値観として、保険金は被保険者の相続財産に組み
込まれるのはよくないとする政策的判断が窺え、かかる価値観が法理論に
優先しているかもしれない。しかし、かかる価値観は普遍的なものではな
いと考える。平成21年最判が例外を認めず同時生存の原則を貫いたのは
妥当であり、当然の帰結というべきであろう。
（3）私見は、平成21年最判に対する上記批判説が触れていない別の視
点での問題提起をしておきたい。
上記のように、平成５年最判が被保険者（＝受取人候補者）の相続人を
もって確定受取人とするとの結論を導きえたのは受取人候補者推移説に立
つからであり、即時法適用説においては、指定受取人の相続人は受取人候
補者ではなく特定受取人であるから、被保険者死亡時にはその時点で受取
人として確定すると説いた。平成21年最判の同時死亡の事例における受
取人は指定受取人であり、即時法適用説に立った場合の法適用後の特定受
取人と同じ立場にある。受取人候補者推移説に立つ受取人候補者であれば
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こそ、保険事故発生と同時の死亡であっても相続人の解釈における同時存
在の原則の力をかりて順次の相続人に受取人の地位をバトンタッチできる
とすれば、指定受取人の死亡においてどうしてバトンタッチできるのか。
ここでは相続人の解釈そのものが登場しない。同時存在原則の力を借りよ
うがないはずではないのか。
この問に答えるためには、平成21年最判が、平成５年最判とは異なる
新たな法理を打ち出したと解さざるをえない。それは、指定受取人が被保
険者と同時死亡したことにより保険契約者が新しい受取人を指定すること
ができない状況下で指定受取人の地位が確定するときは、生存する相続人
がいるかぎりその生存する相続人を受取人とする、という法理である。
このような最高裁判例による商法676条２項の適用範囲の拡大の延長線
には、もはや受取人候補者推移説をとる必要はなく、指定受取人であれ即
時法適用説に立つ特定受取人であれ、また同一人死亡であれ同時死亡であ
れ、なんらかの事情で保険契約者による受取人変更ができない状況という
条件と生存する相続人が存在するという条件さえ満たせば、死亡した指定
受取人ではなくその相続人をもって受取人とすることにつながる。それ
は、死者は保険金を受け取ることができないという法理の入口の扉を開
き、片足を踏み入れた状態であろう。死者は保険金を受け取ることができ
るか―かかる命題
（斡）
の下に、受取人先死亡の問題を捉えるべきかもしれな
い。かかる政策的結果を望む平成21年最判批判論者は、このことをなに
よりも評価すべきではなかったか。もっとも、平成21年最判にそこまで
の大胆な発想はなかったかもしれない。
註
（23）　参考とした同時死亡問題に関する先行研究はつぎのとおり。
　　甘利公人①『生命保険契約法の基礎理論』21頁（有斐閣、2007）、桜沢隆哉
①「同時死亡の推定と保険金請求権の行方」生命保険論集167–201（2001）、
中村敏夫「保険契約者・被保険者・保険金受取人の同時死亡における保険金
請求権の帰属」生命保険協会会報65–2（1985）
（24）　原審札幌高判平成19.5.18、第一審札幌地裁滝川支判平成18.12.13。
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　　なお事件①および事件②の最高裁判決の判例解説、評論には現時点ではつ
ぎのものがあり、いずれも判旨賛成の立場である。犬伏由子・法学セミナー
増刊速報判例解説５巻109頁（2009）、甘利公人②保険毎日新聞2009.8.5号１
頁。なお、今後、賛否両論の発表があろうが、予定されているものとして事
例研レポート242号（山下典孝教授）、事例研レポート248号（福田弥夫教授）
がある。
（25）　最高裁平成21.6.2判決事件②（平成21年（受）第226号）（民集63巻５号
953頁）、原審大阪高判平成20.10.31、第一審神戸地判平成20.3.25
　　事案は、生命保険契約の保険契約者、被保険者である夫Ａと指定受取人で
ある妻Ｂが同時死亡した。Ａの相続人は弟Ｃのみであり、Ｂの相続人は兄Ｘ
のみである。Ｘが保険金全額の請求をしたところ、被告保険会社Ｙは、受取
人はＣ、Ｘの２人であるとしてＸに２分の１の支払いしか認めなかったもの
である。第一審、原審ともに請求認容したため、Ｙが上告した。上告理由は、
事件①と実質同じであるが、こちらは保険約款は関係していない。
　　最高裁は、商法676条２項の類推適用については認めたものの、「保険金額
を受け取るべき者」とは指定受取人の法定相続人または順次の法定相続人で
あって被保険者の死亡時に現に生存する者をいうとして、ここでいう法定相
続人とは民法の規定に従って確定されるべきであって、指定受取人の死亡の
時点で生存していなかったＡはＢの法定相続人になる余地はないとし上告棄
却した。
図５　最判平成21.6.2（事件②）の事例
（26）　原審の札幌高裁判旨は、控訴人の、「同時」死亡であるから受取人「先」
死亡の本件約款は適用できないとする主張に対し、約款文言が「死亡給付金
受取人の死亡時『以後』と明記されていることを理由に、死亡給付金受取人
の死亡と同時に死亡給付金の支払事由が発生した場合の適用を排除していな
い」としている。その限りで、平成４年、５年最判と論拠を異にしている。
（27）　甘利②・前掲（註24）６頁
（28）　甘利②・前掲（註24）４頁、犬伏・前掲（註24）109頁
（29）　下級審段階の判批で原審批判の立場に立つものとして、山下典孝③「保険
法における保険金受取人変更に関する一考察」生命保険論集167号131頁、桜
沢①・前掲（註23）201頁がある。いずれも脱稿後に平成21年最判に接した由
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である。そのうち、前者は、後日、最高裁判決を踏まえた上での見解を示さ
れたが、基調は変わっていないようである（山下典孝⑦・後掲（註36）56頁）。
（30）　清水耕一・事例研レポート224–10（2008）。原審に対する判批であるが、
この見解では、死者がいったん相続すると擬制する特例扱いを順次相続人承
継ルールの「拡大適用」と称しており（同８頁）、受取人先死亡最判から当然
導かれる論理的帰結とはしていないようである。
（31）　保険法では、被保険者を保険金受取人とする他人の生命の死亡保険につい
ても被保険者同意を必要とするとの改正がなされた。その理由として、かか
る場合も実質は相続人が受取人になるのであって、相続人を受取人指定した
場合との違いが見出せないことがあげられた。これは、保険法が「死者は保
険金を受け取ることができない」との規律を打ち立てる第一歩といえなくも
ない。
第三章　保険金受取割合
１　問題の所在
保険契約においては、保険金支払責任の有無、支払相手先の決定に次い
で、受取人が複数の場合の各受取人の保険金受取割合の決定が重要であ
る。一般的には、保険契約者が複数の受取人を指定する場合は、受取人各
自の保険金受取割合あるいは具体的な保険金額を指定する実務となってい
る。また、保険契約者が受取人を具体的に指定しない場合でも、保険約款
にその受取割合の規定があればそれが優先して適用される。したがって、
保険金受取割合に関しての解釈をめぐる問題は、これらの拠るべき規定が
ない場合にいかなる基準でこれを処するかである。この基準としては、法
定相続分によるとする見解（以下、相続分説という）と民法427条による
均等割合とする見解（以下、均分説という）に分かれていた。
そこへもって、損保型傷害保険に分類される積立女性保険についての最
判平成6.7.18（以下、平成６年最判という）により、受取人欄は無記入で
あったものの契約申込書の所定欄の注書により保険契約者の意思は相続人
を指定したものと推定したうえで、受取割合についても相続分とする意思
を推定する判決が下された。ところが、本稿が対象とする受取人先死亡の
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問題では、前述のように平成５年最判が、保険金受取割合を均等割合とす
る判決を下していたため、受取人先死亡、同時相続のように法の適用によ
り複数の相続人が受取人となる事案において両最高裁判決それぞれの射程
距離を含め、相互の関係をどう見るか
（扱）
という問題が新たに浮かび上がった。
２　平成６年最判
（宛）
（民集48巻５号1233頁）
（1）事案は、死亡保険金額1000万円の女性積立保険の保険契約者兼被
保険者Ａが交通事故で死亡したが、契約申込書の受取人欄は空白であり、
同欄には受取人が「相続人となる場合は記入不要です」との注記がなされ
ていた。また、本件保険約款には、死亡保険金受取人の指定のないときは
被保険者の死亡時の法定相続人が受取人となる旨が規定されていて、本件
保険証券の受取人欄には法定相続人と記載されていた。Ａの相続人は配偶
者Ｘのほか、兄弟姉妹Ｂ～Ｆの５名および異父姉の代襲相続人Ｇ～Ｊの４
名、計10名である。保険会社Ｙは、保険金受取人数は10名であり、各相
続人の取得額は民法427条による均分によるとしてそれぞれに10分の１
（100万円）の保険金を支払ったが、Ｘは、法定相続分に従い４分の３
（750万円）との差額650万円の支払いを請求した。一審は認容、原審は
原判決取消、請求棄却。Ｘが上告し、破棄差戻し。最高裁判旨は、概要、
①本件Ａが受取人欄を空白としたのは受取人欄の注記に従って記載を省略
したと推認でき、受取人を相続人と指定したものというべきである、②契
約者が受取人を相続人と指定した場合は、特段の事情がない限り、右指定
には相続人の受取割合を相続分とする旨の指定も含まれていると解するの
が、契約者の通常の意思に合致し、合理的であり、これは民法427条にい
う別段の意思表示があったものと解するべきである、とした。
図６　最判平成6.7.18の事例
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（2）平成６年最判の判旨は、上記のように①受取人は相続人と指定し
た、②受取人を相続人と指定した場合の保険金受取割合は法定相続分によ
る、の二つの内容を持つが、①については類似のケースでの射程
（姐）
が問題と
なる。基本的には、相続分とするのは、単に相続人が受取人となるだけで
はなく、その判断過程で法定相続分によるとの保険契約者の意思が強く推
定される場合に限るべきと考える。しかし、本稿は受取人先死亡の問題に
限定するため、射程の問題には立ち入らない。②については、前述のよう
に、受取人先死亡事例においては即時法適用説または受取人候補者推移説
の見解が並立しうるわけであり、受取人決定方法はそのいずれによるかに
よって変りうるし、またとくに受取人候補者推移説では指定受取人の直接
の相続人でない者が確定受取人になることがありうるから、法定相続分そ
のものが存在しない場合がありうる。したがって、受取人先死亡事例にお
ける保険金受取割合の問題は、各受取人決定方法と対応させて個別に検討
する必要がある。
３　受取人先死亡の場合の保険金受取割合
（1）受取人先死亡の事例に適用される保険金受取割合は、相続分と均分
に分けうる。相続分とは、いわゆる法定相続分であり、遺言による実際の
相続割合でもなければ遺族の協議による相続割合でもない。したがって、
相続放棄した相続人でも、受取人となれば保険金を受け取ることになる。
一方、均分とは、一般的には、受取人確定段階でそのときの確定受取人数
で保険金額を均等に分ける方法（以下、最終均分説という）をいうとみら
れるが、この場合は、平成５年最判の事例のように、指定受取人との血縁
の遠近を問わず一律とされる形式的公平が実質的不公平をもたらす場合が
あるため、それを是正する趣旨から、順次の相続のつど均分する見解
（虻）
（以
下、順次均分説という）も唱えられている。
（2）私見は、受取人先死亡の問題において、第一章で述べたように、受
取人を決定するための理論が即時法適用説または受取人候補者推移説のい
ずれかに分かれると見るため、受取割合についての見解も、それに対応し
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て検討する必要があると考える。本章の考察もその点に限定しており、一
般的事例に対象を広げ、相続分節と均分説のいずれが妥当かを論ずもので
はない。結論からいえば、即時法適用説に対応する受取割合は相続分説ま
たは順次均分説が妥当し、受取人候補者推移説に対応する受取割合は最終
均分説が妥当すると考える。以下、その論拠について述べる。
まず、即時法適用説の場合であるが、指定受取人の死亡時およびその相
続人の順次の相続のつど法適用があり、相続人はその法適用の時点で特定
受取人となると考える。この場合は、相続分説であれば、そのときの被相
続人に対する相続順位に対応した相続分が適用される。すなわち、いわゆ
る株分け的な分割が繰り返されることになる。具体例で示すと、指定受取
人の死亡時の当初の相続人を妻Ａと３人の子Ｂ、Ｃ、Ｄとし、その後Ｄが
さらに先死亡してその相続人が２人の子Ｅ、Ｆだとすると、相続分説によ
るＡ～Ｆそれぞれの取り分は、Ａ：３分の１、Ｂ、Ｃ：各９分の２、Ｅ、
Ｆ：各９分の１となる。
次に、均分説であれば、相続人数により均分され、順次の相続に対して
は死亡した相続人の受取分についてその相続人数により均分が繰り返され
る。したがって、その過程を全体としてとらえると順次均分説となる。先
の事例では、Ａ、Ｂ、Ｃ：各４分の１、Ｅ、Ｆ：各８分の１となる。この
即時法適用説においては、最終均分説の登場する余地はない。
つぎに、受取人候補者推移説の場合であるが、指定受取人先死亡を含め
その後に数次の相続人の先死亡があったとしても、いずれも受取人候補者
の死亡と事実としての相続があったにすぎず、途中段階では商法676条２
項は適用されていないので受取人が決まることも受取割合が判断されるこ
ともない。そして、被保険者が死亡し受取人候補者が受取人として特定か
つ確定したときに、確定受取人たちの受取割合が決定されることとなる。
そうすると、指定受取人から確定受取人の間に数次の相続を経ることがあ
りうるから、確定受取人の中には指定受取人との関係で法廷相続分が存在
しない受取人が登場することになり、相続分説は成り立ちえない。均分説
も最終段階で一度だけ適用される最終均分説しかとりえないことになる。
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先の事例では、Ａ～Ｆ：各５分の１となる。
（3）以上を整理すれば、受取人先死亡事例においては、相続分説、順次
均分説、最終均分説がありうるが、受取割合を受取人決定方法と切り離し
て論ずるのではなく、まず受取人決定理論を固めたのち、即時法適用説で
は相続分説か均分説（実質的には順次均分説）のいずれかを選び、受取人
候補者推移説では最終均分説を選ぶことになる。
受取人決定理論について私見を繰り返せば、法文の文理からすれば受取
人候補者推移説の主張に一理あると解しつつも、確定待機期間中に受取人
不在状態が発生する理論的欠陥は看過し得ないと考え、その欠陥を持たな
い即時法適用説に与する。したがって、その場合の受取割合については相
続分説、順次均分説の二択となるが、順次均分説をよしとしたい。その理
由であるが、相続人間の協議や遺言により法定相続分と異なる遺産分割が
なされた場合や相続人の一部に相続放棄するものがでた場合にも、保険金
だけが法定相続分によるとするのはかえって意味が乏しい。また、順次均
分説であれば、結果的には、指定受取人からみて遠い血縁者や代襲相続人
が加わった事例においても相続分説と最終均分説ほどの格差が受取割合に
生じないため、穏当な結論となりうるのではないかと考える。
（4）平成４年、平成５年と続いた受取人先死亡に関する最判は、受取人
決定方法を受取人候補者推移説に立ったがために、保険金受取割合につい
て特異な考え方を残したといえる。すなわち、受取人候補者推移説では、
最終均分説しかありえないから、特定待機期間中においては、受取人は存
在せず当然受取割合も必要としない。受取割合の判断は被保険者死亡時に
確定する確定受取人に応じて、別段の定めがないかぎり最終均分説に従え
ばよい。
ところが、即時法適用説に立つ場合はそうとはならない。この場合は、
受取割合の明文規定がないからといって受取割合が決まらないのではな
く、解釈によって相続分説によるか順次均分説によるかが決まっておれ
ば、順次の相続が起きるたびに受取割合は決まっていくのである。このこ
とは、換言すると、即時法適用説に立てば、いったん決まった受取割合
（ 72 ）
172
は、減ることがあっても増えることはない。順次の相続人が尽きて受取人
不在となってもその取り分が当然に他の生存する相続人のものになる仕組
みではないからである（もっとも、その分が自己のためにする契約にな
り、保険契約者に帰属するとされたとき、たまたま保険契約者が相続人の
一人であったときはその取り分が増加することになるが、これは別の話と
いえよう）。
しかし、受取人候補者推移説では最終均分説しかとりえないだけに、途
中で受取人不在となった相続人の取り分は自動的に他の相続人の取り分を
増やす仕組みが内蔵されていることになる。先に、特異な考え方を残した
といったのは、受取人先死亡の規定は、受取人を決めるためのものであっ
て、受取割合は決めないから、途中で受取人不在の相続人が発生した場合
は、それを他の相続人に回すのが正しい考え方であるという誤解をもたら
しかねないことを恐れる。それが単に筆者一人の危惧であればよかったの
だが、後述するように、保険法の下でその危惧が的中したのである。
註
（32）　受取人に相続人がからんだ場合の保険金受取割合に関する先行研究として
次のものがある。
　　山下典孝③・前掲（註29）136頁、山下典孝④「保険金受取割合再考―最高
裁平成６年７月１日判決―」生命保険経営63巻６号160頁（1995）、野村①・
前掲（註１）711頁、山下友信③・前掲（註６）708頁
（33）　平成６年最判の解説・論評にはつぎのものがある。
　　山下孝之「保険金受取人の『相続人』の権利取得割合」『生命保険の財産法
的側面』（商事法務、2003）219頁（判批 ･民商113–3（1995）の転載）、鹿野
菜穂子・法教173–132（1995）、石田満・損保企画8–3（1994）、洲崎博史②・
判批 ･商事1377–79、野村修也②・判評・438–72（判時1531）（1995）、山下
友信④・ほうむ40–74（1995）、山下友信⑤・金法1428–72（1995）、中島伸
一・損保判例百選（第２版）184頁（1996）、大内俊美・ジュリ1060–62（1995）、
浜田盛一・判タ868–52（1995）、甘利公人③ ･H６重要判例108（1995）
（34）　たとえば、山下典孝④前掲（註32）164頁では、相続人が受取人となる
ケースを５つに分けて考察する。
（35）　竹濵①・前掲（註１）85頁。竹濵②・前掲（註６）124頁は、二段階適用
説を真正二段階適用説、部分的二段階適用説に区別するが、その内容は、即
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時法適用説のうち順次均分説によるものが前者、最終均分説によるものが後
者ということになる。
第四章　保険法による解決
１　保険法に託された課題
上記のように、私見なりの切口から考察した結果、商法の規定のままで
も受取人先死亡に関する学説の混沌がかなり整理できたと考えるが、それ
でもなお未解決の解釈問題として次のものが考えられる。
ア　承継契約者の受取人変更権の有無―保険約款に保険契約者の受取
人変更権留保を定めているものの、承継契約者については受取人変更
権留保の明文規定を持たない場合の受取人固定時期は、保険契約者死
亡時か被保険者死亡時か。保険契約者死亡時とすると、その後被保険
者死亡時までにその相続人が先死亡したときの受取人はどうなるのか。
イ　法適用時期・相続人判定基準時―即時法適用説と受取人候補者推
移説のいずれが妥当か。
ウ　保険契約者に関する適用範囲限定文言との抵触―保険金受取人が
保険契約者でない場合に限定する適用範囲限定文言があるにもかかわ
らず、相続人が保険契約者でもある場合に法が適用され、保険契約者
の相続人を受取人とする根拠
エ　被保険者に関する適用範囲限定文言との抵触―保険金受取人が被
保険者でない場合に限定する適用範囲限定文言があるにもかかわら
ず、相続人が被保険者でもある場合に法が適用され、被保険者の相続
人を受取人とする（被保険者本人の相続財産としない）根拠
オ　保険金の受取割合―即時法適用説による場合には、保険金の受取
割合は相続分説と順次均分説がありうるが、いずれとすべきか。
２　保険法による解決
それでは、保険法はこれらの残された問題をどう解決したか。実のとこ
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ろ、保険法制定に伴い、学説の変化を窺い知る著書、論考の類は、逐条解
説的なもの、改正趣旨を敷衍したものなどが出始めている
（飴）
が、それらをみ
ても受取人先死亡についての論議か深まるのはこれからと思われる。
保険法では保険金受取人の介入権（60条）が明文化されたことにより、
保険事故発生時だけでなく保険契約の全期間を通じて保険金受取人の不在
が許されず、かつ特定されていることの必要性が高まった。それもあって
保険法43条１項は、保険契約者の受取人変更権につき、「保険契約者は、
保険事故が発生するまでは、保険金受取人の変更をすることができる」と
し、また、保険法46条は、受取人先死亡につき、「保険金受取人が保険事
故の発生前に死亡したときは、その相続人の全員が保険金受取人となる」
と定めた。その結果、上記ア～オの未解決問題のうち、解決されたと考え
られる問題点およびその結末はこうなる。
ア　承継契約者の受取人変更権の有無について
保険法43条により、保険約款に受取人変更制限条項がない限り、保険
契約者は原則として受取人変更権をいつでも自由に行使できることとな
り、保険契約者の死亡により保険金受取人が固定するとする規定（商法
675条２項）は保険法では設けられなかったことから、承継契約者にもま
た当然に43条が適用され、被保険者死亡時の受取人確定と区別して保険
契約者死亡時の受取人固定という概念を必要とすることはなくなった。し
たがって、保険法の下ではこの問題は発生しない。
イ　法適用時期・相続人判定基準時について
保険法46条により、受取人が先死亡したときは、その「相続人の全員
が保険金受取人となる」とした。「全員が」の意味は後に触れるとして、
保険法は明示的に即時法適用説の立場に立って問題の解決を図ったといえ
る
（絢）
。すなわち、指定受取人
（綾）
の相続人は保険金受取人の死亡と同時に法が適
用され、新しく受取人となり、確定待機期間の発生を容認する受取人候補
者推移説の立場は法解釈としてはもはや登場する余地はなくなった。した
がって、保険法の下ではこの問題は発生しない。
「相続人の全員が」の意味は、必ずしも明確ではない。立法趣旨として
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は、順次の相続人を含ましめる趣旨と説かれている
（鮎）
。しかし、即時法適用
説に立つかぎり順次の相続のたびに法が適用されるから、それは当然の論
理的帰結であり、ことさら「全員が」とする必要性は感じられない。した
がって、立法者の意図から離れるかもしれないが、実際には相続放棄して
財産を承継しなかった相続人についても、法定相続人であるかぎり法が適
用され受取人となることを法が明文化したと意味を与えてよいのではなか
ろうか。一方、相続欠格、相続人廃除については、該当者は法定相続人と
しての資格を喪失するため、ここにいう全員には含まれないと解されるこ
とになる
（或）
。
保険法が即時法適用説を選択したことにより、順次の相続の途中におい
て相続人のいない受取人が先死亡したときのその相続人の取り分であった
保険金がどうなるかという問題が残る。その取り分が他の生存する相続人
に当然に再配賦されるとする考え方、先順位の相続人が一人もいなくなっ
たときに後順位の生存する相続人が受取人として登場するとする見解は、
いずれも即時法適用説を採択した限り採りえないことになるはずである
（粟）
。
私見としては、その取り分は保険契約者が受け取ることになると考える。
ウ　保険契約者に関する適用限定文言との抵触について
保険法は、商法676条１項にみられた保険契約者に関する適用範囲限定
文言を継承しなかった。したがって、かかる制限がはずされたことによ
り、文理的には、受取人が保険契約者自身である契約（自己のためにする
契約）であっても、保険法46条が適用されることになったかのように読
み取れるが、どうなのか。契約当初からの自己のためにする契約は、受取
人先死亡は保険契約者の先死亡でもあり、その相続人は相続により保険契
約者の地位を取得するとともに受取人の地位についても相続による取得を
認める見解もありえようが、その同じ結果を相続によらず法適用による原
始取得とすることは意味があり、相続放棄した相続人にも適用される（た
だし、その場合は保険契約者の地位とは離れるから他人のためにする契約
に変わる）から、保険法の解釈をこのように意味づけして自己のためにす
る契約にも適用することには意味がある。そうすると、当初、他人のため
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にする契約で、法適用により保険契約者と受取人が同一人となる相続人に
ついての適用範囲限定文言抵触の問題は生じなくなる。しかし、相続人に
とって相続取得と原始取得の二通りの方法が選択できるかのようなかかる
解釈は、被相続人の債権者の視点からは納まりが悪い。本来的には、被相
続人が保険契約者か否かに関係ないはずであるから、保険金受取人の地位
の相続がありうるかという問題としてこれをとらえ、その相続取得を否定
し、すべての契約について46条が適用されるという上記の方向での決着
が望まれる。そうすると、46条適用の効果として原始取得し、その結果、
相続により承継した保険契約者の地位と受取人の地位が同一人に帰属した
事実から、引き続き自己のためにする契約である性質が持続するというこ
とになるのであろうか。
エ　被保険者に関する適用限定文言との抵触について
保険法は、商法676条１項にみられた被保険者に関する適用範囲限定文
言を継承しなかった。したがって、かかる制限がはずされたことにより、
文理的には、受取人が被保険者である契約（保険金を被保険者の相続財産
とすることを意図した契約）であっても、保険法46条が適用されること
になったかのような外見が残る。しかし、保険法46条は、法の適用を指
定受取人の死亡を保険事故の発生「前」と明確に限定することにより、こ
の問題は文字通り「先」死亡に限定されることとなり、同一人死亡の事例
は適用除外とされることとなった。その結果、同一人死亡の場合
（袷）
は、保険
金は被保険者の相続財産となる。保険法46条は、大審院判例、最高裁判
例に共通した「生存する｣ という限定文言を使用しなかったが、相続人と
は同時存在の原則を満たした者をいうとの平成21年最判の判旨を当然の
こととしたためと解される。
オ　保険金の受取割合について
保険金の受取割合については、途中の審議過程では成文化の検討もなさ
れたが、最終的には保険法における立法化は見送られた
（安）
。これは、解釈上
の疑義が解消したためではなく、法で規律するよりも保険契約者の意思に
任せるべきとの判断から、保険約款に委ねる趣旨である。保険約款にその
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旨の規定がない場合は、法解釈に依ることになるが、前述のとおり、保険
法は即時法適用説を採択したため、その選択肢は相続分説か順次均分説の
いずれかということになろう
（庵）
。
３　保険約款による解決
（1）以上の結果、最終的に残された問題の解決は、保険約款に託され
る。46条と同趣旨の約款とした場合は、約款に課せられる課題は、上記
の法が解決せずに約款に託した問題を受け止めることになる。
（2）しかし、46条は任意規定であるから、それと異なる趣旨の約款に
することを妨げない。とくに、商法の下で強く支持された最高裁判決の考
え方で保険法が採用しなかったものを、約款で復元することは、最高裁の
考え方で構築されてきた実務処理を継続できるというメリットがあること
から、ありうることである。その際には、保険法の考え方と約款の違いに
ついての違いから保険契約者サイドに混乱をきたさないようにするための
一段の努力と工夫が求められる。留意すべき点として次のものが考えられ
る。いずれにせよ、分かりやすく疑義を生じない約款であることが肝要で
あり、約款の不明瞭さのゆえに判例・学説が二分される混乱を招いた平成
４年最判事例の轍を踏まないことが肝要である。
①受取人先死亡に関して約款条項を設けるときは、保険法46条を修正
する趣旨か、そうではなく法と同じ趣旨かが明確に読み取れる表現でなけ
ればならない。とくに、受取人候補者推移説に立つ約款にあっては、確定
待機期間中における受取人が保険契約者であることを明確にする必要があ
る。同時に、保険契約者の保険金請求権についての利害関係者の保護に万
全を期す必要がある。また、即時法適用説に立つ場合は、ベースが保険法
と同じ発想であるだけに、すべての約款解釈は法解釈と同じとの理解をう
みやすいため、異なる点の明確化の要請は一段と強い。とくに、保険金受
取割合、相続人がいない受取人の先死亡の場合の保険金請求権の帰属につ
いての規定は、誤解を生みやすいため留意が必要である。
②複数の相続人が受取人となった場合の受取割合についての規定。それ
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は、受取人決定方法に対応するものでなければならず、均分説とする場合
は順次均分か最終均分のいずれかの明確化が求められる。
③相続人のいない受取人が先死亡した場合に、その取り分を保険契約者
あるいは他の生存する相続人に受け取らせる場合は、その旨の明確化。約
款規定があったとしても保険金取り分が失われる死亡受取人の利害関係者
（たとえば、質権設定者）の権利侵害が問題となろうから、顧客対応実務
全体の中で齟齬をきたさない工夫が求められる。慎重な対応が求められよ
う。
註
（36）　保険法公布後発行、発表された著書、論文のうち、受取人先死亡の問題に
つき参照したものは次のとおり。
　　山下典孝⑤「保険金受取人の権利」竹濵修 ･木下孝治 ･新井修司編『保険
法改正の論点・中西正明先生喜寿記念論文集』（法律文化社、2009）270頁、
山下典孝⑥「保険法における保険金受取人変更に関する一考察」生命保険論
集167号131頁（2009）、山下典孝⑦「生命保険契約及び傷害疾病定額保険契約
の課題―保険金受取人の変更と介入権を中心として―」保険学雑誌608号41頁
（2010）、萩本修①「新保険法―立法者の立場から―」生命保険論集165号１
頁（2008）、萩本修②編著『一問一答 ･保険法』（商事法務、2009）188頁、大
串敦子 ･日本生命保険研究会編『解説保険法』（弘文堂、2008）157頁［中沢
正樹執筆］、和田一雄「保険事故発生前に保険金受取人が死亡した場合」落合
誠一 ･山下典孝編『新しい保険法の理論と実務』（経済法令研究会、2008）
137頁、村田敏一「新保険法における保険金受取人に関する規律について」生
命保険論集166号29頁（2009）、桜沢隆哉②「保険金受取人先死亡事例の再検
討―最高裁判例が示した準則の適用方法・範囲をめぐって」金沢理監修・
大塚英明・児玉泰夫編『新保険法と保険契約法理の新たな展開』（ぎょうせ
い、2009）269頁、遠山優治「保険金受取人の死亡について｣ 生命保険論集
169号187頁（2009）、山本哲生「保険金受取人の指定・変更」甘利公人＝山本
哲生編『保険法の論点と展望』（商事法務、2009）258頁
（37）　萩本修①・前掲（註36）23頁、村田敏一・前掲（註36）50頁、山下典孝
⑥・前掲（註36）138頁
（38）　保険法では、保険金受取人とは契約締結前に定まっていることを前提とし
ており、保険契約者による契約後の法律行為としては変更のみがあり、指定
の概念はないとされている。しかし、本稿では、商法時代の記述との連動性
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から、便宜上、保険法下においても契約当初に定まっている受取人を指定受
取人と称している。
（39）　大串敦子・前掲（註36））161頁
（40）　相続法にいう法定相続人とは、第一順位：子と配偶者、第二順位：直系尊
属と配偶者、第三順位：兄弟姉妹と配偶者となるが、実際の相続の場面での
先順位の法定相続人が推定相続人であり、必ずしも第一順位とは限らず、子
がいなければ直系尊属が推定相続人となる。推定相続人が相続放棄しても法
定相続人であることに変わりないが、相続欠格、相続人排除に該当すれば、
法定相続人でなくなる。受取人先死亡において、相続人のうち相続放棄は資
格ありとするものの相続欠格、相続人排除については受取人候補から除外す
るとするのが通説であった。もっとも、これには異論（山下孝之「保険金受
取人を『相続人』と指定した場合の効果」生命保険判例百選（1980年）26
頁）もある。また、保険契約者の合理的意思解釈からは否定するものの、法
解釈であるがゆえにかかる保険契約者の意思解釈を介在させえないとして肯
定する見解として山下典孝⑤前掲（註36）267頁、271頁がある。しかし、法
解釈であればこそ法定相続人でなくなった者は受取人たりえないとする通説
が妥当すると考える。相続法は、相続欠格、相続人排除のいずれに対しても
代襲相続を認めており、受取人先死亡の場合も、かかる場合の代襲相続人に
受取人資格を認めるべきかどうかが問われることとなる。先順位相続人の先
死亡による通常の代襲相続人については、平成５年最判が受取人資格を認め
ており、判例としての結論が出ているが、相続欠格事由に保険法の免責事由
と重なるものがある（保険法51条３号）だけに、代襲相続の事由により結論
を変えるべきかどうかは更なる検討が必要と考える。
（41）　萩本修②・前掲（註36）189頁注２は、保険法46条は受取人だけを決め、
受取割合は決めていないから、確定待機期間中に先死亡した相続人のいない
受取人の保険金取り分は他の受取人に再配賦されると説明しているかに読め
る。かかる再配賦を支持する見解には、村田・前掲（註36）50頁、山下典孝
⑦・前掲（註36）55頁がある。一方、私見と同じく再配賦に疑問を投げかけ
るものに遠山・前掲（註36）215頁注57がある。なお、再配賦かどうかの問題
は、保険金受取割合の見解とも密接に関連する。
（42）　指定受取人とその相続人でもある被保険者の同時死亡の場合もまた、「先」
の一文字で対象外とされたことになる。この場合は、保険金は同時に死亡し
た受取人の相続財産となろう。
（43）　作業部会資料25–6頁
（44）　順次均分説をとるものに遠山・前掲（註36）214頁注51がある。山下友信
⑥「保険法制定の総括と重要解釈問題（生保版）―成立過程の回顧と今後に
残された問題―」生命保険論集167号30頁は、保険法の下では理論的には相続
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分とするのがより素直であるとする。一方、村田・前掲（註36）50頁は均分
とするが、順次均分説か最終均分説かは読み取れない。また、山下典孝教授
は、順次均分説（山下典孝⑤・前掲（註36）273頁）から最終均分説（山下典
孝⑥・前掲（註36））へ見解修正されており（山下典孝⑥146頁注23）、それほ
どに、保険約款に明文規定をもたない場合の保険金受取割合に関する法解釈
には議論の余地が残されているといえよう。
おわりに―受取人先死亡と被保険者同意
現在の通説では、受取人先死亡によりその相続人が新しく保険金受取人
となる場合に、被保険者の同意は不要と解されている
（按）
。諸外国の法制で
は、被保険者が先死亡したときは、指定の効力が失効し、保険契約者が受
取人となるのが一般的である
（暗）
。それに対し、わが国では、指定受取人の相
続人を新しい受取人として受け入れることを被保険者に求め、保険契約者
が受取人変更する場合は被保険者同意の機会が与えられるものの、受取人
先死亡の場合は、受取人変更がなされないままであれば被保険者には新し
い受取人を否認する機会も与えられず、容認を強要してきたこことにな
る。被保険者の立場がきわめて軽い取り扱いであったといえないだろう
か。
保険法58条１項３号は、契約締結時の前提条件が変わったとされる一
定の場合に、被保険者による契約解除請求の道を開いた。その趣旨をくめ
ば、受取人先死亡による受取人変更の場合もそれに該当するとして、被保
険者による契約解除請求の道が開かれてよいのではないだろうか。その場
合に、複数の相続人がいる場合で、被保険者が忌避するのはそのうちの特
定の一人というときに、その一人だけの契約解除はありうるだろうか。技
術的にみて、契約を分割できれば簡単であるが、それができないとすれ
ば、その受取人だけを忌避し、その保険金取り分は他の受取人に回すか保
険契約者のものとするといった工夫が求められる。商法676条２項の解釈
において、指定失効説が唱えられたり、同１項において保険契約者の先死
亡をもって受取人の固定を図ったほどに保険契約者と受取人との人的紐帯
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を重視したにもかかわらず、被保険者からの視点から論ずることはほとん
どといってよいほどされていない。保険法58条１項３号は、遅ればせな
から、かかる視点からの論議の扉を開いたと考える。
これは、保険契約者の先死亡における保険契約者の地位の承継について
も同じである。このたびの改正で、保険法46条適用の後も自由に受取人
を変更できる承継契約者が登場するが、被保険者が同意したのは前の保険
契約者に対してであり、受取人が同じであっても被保険者にすれば契約締
結時の前提条件が変わったというべきであろう。
これまで、受取人先死亡の問題は、保険契約者先死亡も含め、被保険者
の立場がまったく考慮されず、第三者を受取人とした保険契約者の意思だ
けが配慮されてきたが、保険法58条１項３号では被保険者の復権ともい
うべき動きが実現しているのであって、今後、かかる新たな視点を加えて
の受取人先死亡の論議が深まることを期待するとともに、本稿がその一助
となれば幸甚である。
註
（45）　『判例民法・大正11年度』［中川善之助執筆］23頁（有斐閣、1922）は、
相続人は、被保険者が同意を与えた受取人の人格を継承するものであること
を理由に被保険者同意は不要とする。中村・前掲（註23）358頁は、大正11年
最判は失効説に立ち、その根拠として相続人は被保険者同意を得ていないこ
とを理由としていること引用したうえで、法適用により相続人が受取人と
なった状態では被保険者同意は不要であるが、保険契約者が相続人を受取人
と再指定したときには必要とする。その理由として、再指定前は不確定な状
態であり再指定により確定的なものとなるのであるから、矛盾しないとす
る。受取人の地位を確定させるためには被保険者同意が必要との意味と解さ
れるが、不確定状態のまま保険事故が発生し、被保険者同意なしに確定した
受取人の有効性についての言及はない。しかし、同意が必要ではないかとの
問題意識は提示されている。
（46）　西嶋①・前掲（註１）68頁
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